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単位国民総支出， 1907~1944年，億円， 1946~1955， 10C億円。
閏鉄常業収入， 1907~1936，百万円. 1936~1944年，千万円， 1946--1910， 10億円。
















は， 製鉄， 造船業の発展が著Lかったu このような日本経済の好況は輸送の
需要を大き〈拡大したの国鉄の旅客輸送畳においては， 1917年度でほ， 前年
度の 1億9，700万人から一挙に 2億4，500万人に増加し， 1919年度は， さらに 3
億5，700万人に急増した。貨物輸送においても， 1914年度の輸送トン数は，約


















要の増大によって， 日本国鉄の輸送量は， 大戦前の1932年度に対L， 1938年
度は，旅客1.8倍(約343億人キロ)，貨物2倍(約222倍、トン守戸〉に増加し，




















の関係についての回帰式は， 第 1表に示されている通りである。 との問， 而
日本経済ι発展が国鉄営業収入に及ぼす影響 (411) 5 
第1衰閏民総支出と国鉄詣'業収入り相関関係
~ 





1921~1925 I -244.11 











3.92 1.26 0.591 







































































































































圏内総最終 I国鉄旅客収 I国内総資(り本 I国鉄貨物収
消費三E出ω入(同形成 入(同
1956~60年 E弘9 10.9 20.7 7.1 1-10 0.34 
1961~65 165 14.8 13.2 3.2 0.90 0.24 I 
1966"-'70 14_9 lS.!) 22.3 5.1 1.04 0.23 
1971~75 17.7 9.2 11.3 ム1.0 0.52 ム0口9















の 石川|達二郎『国鉄』日本交通社， 1975年， 305ページ，日本国有鉄沼『日本国有鉄道百年史通
史ム 交通協力会J 1974年， 425ヘ ジ，近代日本輸送研究会『近代日本輸送史』成山宜書居，
1919年 09ペ ジ，松好貞主他『日本輸送史』日本評論社， 1971年， 215ベ νなどを参照。





第 3表 国鉄主要品目別貨物輸送量と指数(車扱有賃のみ)(単位千 1ン〉
I 1陥 I1970 I 1975 I 19回 lE三~1lr1 1955 1960 1965 ~一一一
石 炭 33，874 40，633 33，105 1〈5L1698 6〈7361)6 5(783921 〕 5(，73612) 1 (181) (217) (177) 00) 
1-i 灰 石 5，755 9〔F7030〕 1O(，0806〉8 13，311 16，782 1〈517342 1(41 597 (43) (100) (126) 15) 10) 
砂利及び砂 4，581 4，720 3，224 (2L1706U5 ) I〈，261 477 335 (1613) (171) (117) 46) (17) (12) 
銑銅・鋼材 2，923 5〔P93028〕 4(，7 117 5，801 〉 3〔!46908〕 2〔13461〕8 1〔39362 (50) 1) (1叩 4) 
木 材 類 1(4l 045 1〈31166 11，897 くE1L469 2，934 1( V597 I〔，103〕3 66) 55) (140) 00) (35) 19) 
果 4お 野; 960 1，645 1，767 1，3GG 647 321 239 (70) (120) (127) (100) (47) (23) (17) 
米
2，999 3〔19729〕1 4(!59429 〕 4，961 3(，7 16 2(1969D8 ) (60) (1日口〕 5) (56) 
最?冷国I1:(1， 1，963 (21 ，548 2，550 1，643 482 195 173 (119) 55) (155) (100) (29) (12) 
化学肥料 5(13627 〕 6〔，833〕 6(198 81 8，533 6(27249〕5 5( 2386 4(，5 16 2) (1∞〉 日) 3) 





鉱 相1 2，28日 4，483 E〈L5828〉1 15，139 15，631 16，499 15く，C95〕4 (15) (30) (100) (103) (109) 
Y-I~q 829 1，083 L676U〉8 2，119 1，798 l〈，571口〕9 I( ，392 (39) (51) (100) く85) 66) 
五時 1，530 2〈，5254〕 3〔，2762〉6 〔41，539 3，913 3t，干19口〕4 2〔，96456〉(34) 00) (86) 
手Lと乳製品 217 〔お72) 23 〔19) (100) (11) 
プロパンガス 803 〔57948〉 450 
469 
(1凶〉 (56) (58) 
化学三車占Fl 〔E1748 日3) 4(7138〕2 品〈645〕4 3(，64030 〉
機 械 類 (170200 ) 246 108 81 (34) (15) (11) 
化学繊維 546 (47271 ) 〔25日5〕9 〔25718〕(1日日)
世運輸省『運輸経済統計要覧』昭和58年版による計揮。
( )内は指数， 1970=100。



























7) 中西健 広岡浩哉編著『日本の交通問題 (3 版)~ミネルヴァ書房， 1980年， 5~6へージ，
21....2ベ ジ， 運輸省『軍輔自需J1982年版， 37~44ベージ，世T代日本輸送研究会編前掲喜，
100ベー ジ』石川|達二郎前提古， 309ヘ ジ，増井・佐竹編前掲書， 28ベ ジ，角本良平『現代
の交通政筑』東洋経官新報社， 1976年， 261ベ戸ジなどを参照。
12 (，]18) 第 133巻第6号
第4表 輸送機関別国内貨物輸送量及び分担率〈単位z百万トンキロ， Fの
金程
総輸 国鉄 民鉄 自動車
年度
輸送量分担率輸送量ドナ担率 輸送量|分担率 輸送量|分 量|送量
1950 64，779 33，3091 51.4 540 1 0.8 5，4301 8.4 
1日55 邑1，γ8'{42，5641 52.0 690 I 0.8 9，5101 11，7 29，0221 35.5 1 1 1 0.0
1960 138，901 53，592 38，6 923 0.7 20，801 14，9 63，579 45.8 6 00 
1965 186，346 56，408 30.3 890 0，5 48，392 26.0 80，635 43，3 21 0，0 
1970 350，656 62，435 17.8 988 0，3 135，916 38，7 151，243 43.1 74 。o
1975 360，779 46，577 lZ.9 770 0，2 129，701 360 183，579 50，9 152 0.0 
19日目
432197，，O4681引436，961 
8.4 740 0.2 178，901 40，7 222，173 50，6 290 0.1 
1981 3398 7.8 690 0，2 181，309 42，4 211，763 49.5 327 0，1 





















地， 消費地へ送る雑多な， 小口貨物が増え， 各種な荷姿包装を持ち， 特殊の
取扱いを要する。 トラック輸送はこのような要求に最もよ〈こたえているヘ
第 6 に，不合理な運賃制度も，貨物収入にとって，不利である。 1934~36年
に対し， 1974年10月の消費者物価が931倍上昇したのに対し， 国鉄旅客運賃が
327倍，貨物運賃が日目白倍の上昇に低く抑えられていた10)0 1964年か 61979年ま














9) 増井健前掲需， 132'"'-'ユ33へ ν，前田義信前掲畠， 12ヘ ジ， 59へー ジを参伊氾
10) 角本良平前掲吾， 25Eへージ， 261ペー ジを参照。なお，国鉄と Iヲックの貨物運賃比院では，
遠距離は，国鉄の方が安いが，近距離は， トラックの方が安い(同263へ シ審問J。
ll) 中西広|削踊前掲苫， 61~63~、ージ参照.
12) 広岡治哉編著『現代交通の理論と政策』日本評論社， 1975年， 171-172ヘー ジ。 国際比較に
おいて， 日本国鉄貨物運賃の非弾力性を指摘するものとして，真島和男「鉄道貨物運賃の弾力化








SP(期間); 1955-1963: !og T， =3.02+0.41!og 1 
(20.31) 
R'(決定係数)=0.983 5. E(標準誤差)=0.028 
D. W(ダーピン・ワトソン統計量)=2.50 
SPC期間); 1964-82年 !ogT，=5.35+0.20 !og 1 
(6.81) 
R'-0.732 S. E=0.084 D. W=0.63 





















相 関 式 a b c 1SE !D W|R2| 
-0.339 (1) logT，=a+blogl 15.22 ( -2.897) 0.164 0.264 0359 
(2) log(T，十Ta)=a十bloεI 4.7<1 0.563 0070 0375 0.895 (11.303) 
。)log(T2+Ta-T2勺=a+blogl 4.42 0.589 0.0699 0.381 0.903 (11.827) 
(4)logz(Ta+2十bTlosg +I T4ー Tz') 2.92 O.7S4 0.025 0.867 0.992 (42.888) 
(，) log(T， +一bTic a+ITー+4ー TYJea〉r 16.16 (0268050 2〉 0.00734 0.019 1.566 0.9954 =a十 og十c ( -3.233) 
注1) 運輸省『運輸経済統計要覧』各年版j 経企庁『国民経済計算年報」各年版の数字による
計算。



































1955-1982年度の聞の国内総最終消費支出 (C) と国鉄旅客収入 (T，)との
関係についての回帰式を計算し，次の結果が待られる。
log T， =-2.26+0.861og C 単位:億円〉
(54.3) 
R'=O.991(調整済)， S.E=O.092， D.W=0.42， SP; 1955~1982 
両者が戦後，一貫として，高い相関関係を持つことは明らかである。しかも，
この間において，国鉄旅客収入の対困内総最終消費支出の弾性{直は，毎年平均
0.86 と推定できる O 期間~IJに見ると，先日第 2 表の通りであるの各期間にお、、
14) r日本国有卦道監査報昔書Jl1959伝 16ページ， 1962年 7へ ジ， 1979年， 51ベ シなどを
審問。
日本経済の発展が固鉄官業収入に及ぼす影響 (423) 17 
























15) 広岡惜故編著前掲古， 136ヘー ν告と参照。
16) 増井・佐竹編前掲書， 22ペー ジ。なお，交埴需要の弾力1'hについてはj 前田義信前掲書， 85-
89ベー ジ，増井健一前掲害， 13B~142へ ジなども参照されたい。
17)向上， 29ヘジo
18 (124) 第133巻第6号








ヨ，208 (100) 3，216 (100) 
5.659 (128) 4，101 (128) 1，09 
0.753 く1日8) 6，890 (214) 1.19 
4，369 (325) 11.552 (359) 1.21 
うし786 (647) 17.597 (547) 0，93 
6.812 (944) 32.464 (1009) 1.17 
日163 (982) 34.550 (1074) 1，20 









あたり，平均年間交通費支出 (S) と消費支出 (C)の相関関係を計算L.次
の結果が得られる。
log S=~3，3+0 ，9531og C 
(63，88) 















1961 37 (35) 1.820 (17) 
65 51 (48) 
70 106 (100) 10，432 (100) 
71 83 (78) 9，752 (93) 
72 87 (82) 11，825 (113) 
73 87 (82) 14，467 (139) 
74 86 (8]) 15，921 (153) 
75 87 (82) 18，200 (174) 
76 154 (145) 32，000 (307) 
77 156 (147) 35ョ日 3 (336) 
78 178 (168) 36，000 (345) 
79 144 (136) 43，300 (415) 
80 140 (132) 42，900 (411) 
81 144 (136) 49，100 (471) 
82 132 (125) 48，200 (462) 
注総理府『観光白書』各年版による。( )内は指数℃あり， 1'970年=100。
このような宿泊観光旅行者の交通機関の利用情況については，第B表の通り














年間 l鉄 道 1パ ス 1航空機|船 舶 l自家用車 1営業車|その他 i
1964 72.6 44.0 2.1 10.6 8.0 1.7 0.2 
66 66.5 44.0 1.7 14.3 10.8 1.9 
67 79O 〉く60 50.5 1.7 7.6 20.0 4.2 
68 58.7 45.5 1.6 8.9 14.0 3.0 0.8 
70 59.5 36.3 5.3 8.1 18.9 2.5 0.4 
72 (65818 1〕 45.2 2.7 8.9 26.6 13.7 0.5 
73 50.5 44.9 3.5 10.4 31.1 18.3 3.6 
74 60.4 40.2 3.7 10.8 28.7 11.3 1.2 
76 61.7 45.7 6.8 8.5 28.1 11.6 1.5 
78 48.1 36.1 7.1 7.1 37.7 12.2 1.7 
80 45.4 41.6 7.7 7.2 34.3 12.2 2.3 
82 43.7 35:8 6.4 7.0 40.9 14.1 3.8 
注 l 複数回答 2.( )内は国鉄である。





3~5 月が牛間で最も高い需要期，ついで高いのが 7~8 月の夏の需要期，次














1960 347 〈410173〉 320 1240 305 576 600 536 (100) (100) (100) (100) (100) (100) (100) 
1965 301 384 〈318203) 1740 252 
6口2 677 564 
(87) (92) く140) (83) (105) (113) (105) 
1970 3〔084〕 3〔7839J 4日S 1897 246 714 721 624 く128) 053) (81) (124) (120) (110) 
1975 303 369 
.504- 2153 2(610 9〕 5(6985 〕 (610596 〕 4(686 7〉(87) (88) (158) (174) 
1980 317 405 
543 1931 176 659 709 370 
(97) (97) (170) (156) (58) (114) (118) (69) 
1981 3〈C87〉
418 554 1921 175 627 6G8 334 
(100) (173) (155) く57) (109) (110) (62) 










HJ)詳細については 運輸省『数字でみる観光.1l1983年 17ベ ジ，内姻光正「国鉄ー愉送力の限
界を超える波動J~運輸と経済J 1978年1月， 角本良平前掲書， 79ベージ前日義信前掲書，
94ペーシなどを参照。
zο〉 角本良平前掲書， 75へージを参照。なお，週休2日制普及の結果は，通勤者の減少をもたらし
たのみならずl 国鉄利用パタ ンにも主化を与えた。すなわちj 週間のうち，金曜夜行j ム躍
昼行の利用者が増え，逆に土曜夜行の利用者。ウェイトが低下した。詳細ほ』須田寛「悶鉄旅客
材川主の現状と今後の方向J ~運輸と経済J 1974年5月を参照ゅ

























2) 例えば，閏鉄関西方面から北陸向1の貨物は， 1日約5百両の輸送能力に対し， 1956年の私王子
期には，一時輸送中込並が 1万 5百両に達1.-，大量の貨物が沿線に滞貨とLて残される有様であ
った。軒細は，前掲『日本固有鉄道百年史通史.ll， 425ベー ジを参照ゆ
23) すなわち， rいわゆる“貨物置先"というより貨・客を官めた μ経済優先"の交通といった方









































99、509 2，837 9.4 
112，489 13.0 3，304 16.5 
117，850 4.8 3，324 0.6 
136，089 15.5 3，638 9.4 
162，070 19.1 4，043 11.1 
198，528 22.5 5，002 23.7 
216，595 9.1 5，230 4.6 
255，921 18.2 5，687 8.2 
296，619 15.9 6，日02 5.5 
335，502 13.1 6，341 5.6 
394，520 17.6 7.939 25.2 
461，756 17.0 8，561 7.8 
516，892 18.1 9，165 7.1 
648，508 18.6 10，440 13.9 
750，916 15.8 11，457 9.7 
827，258 10.2 11，782 2.8 
964，240 16.6 12，443 5.6 
1.166，363 21.0 13.791 10.8 
1，380，446 18.4 15，714 13.9 
1，517，970 10.0 18，209 15.9 
1，702】900 12.2 19，931 9.5 
U:!~S ，U43 10.9 23，6!:JO 1ど¥.9
2，067，625 9.5 25，702 8.5 
2，220，431 7.4 29，021 12.9 
2，406，470 8.4 29，637 2.1 
2，538，112 55 31，730 7.1 




























































割合は， 1968年度では0.6%であったが， 1970年度以降では， 常に11%前後を
京佐t守していた。
以上で見てきた現代日本の国民総支出 (Y) と国鉄の営業収入 (T) との関
係についての回帰直線を計算し，次のような相関式が得られる。
T = 2304.44 + 0.0113 Y 単位:億円)
(54.64) 










1982 267，351 3，313 





























NT 貨物輸送 lンkm(依トンkm).O 鉱工業生産指数，
10g NK= -1.59598+ 1.008761og C 




T， 国鉄貨物愉送量(億トンキP);T{ 国鉄旅客輸送量(億人キロ); 
Y 国民総生産〔千億円〉
そのほかに， 経企庁「中期経済計画J1965年， 305ヘ ジ， 同「新経済社会発展計画J1970 
年， 123ベージ，同「経済社会基本計画J1973年， 144ベージ，同「新経済社会7カ年計画J1979 
年， 163へ ジなどいずれもこのような予測を行った。



























27) 中西広岡編著前掲書， 44ベ ジ。
28) 同上， 71ベシ。
日本経済の発展が国鉄営業収入に及ぼす影響 (433) 27 
経済に与える効果の問題とともに，今後の研究課題としたい。
(1984年 3月〉
〔追記〕 木稿は，張風波が執筆し，池上は若十の明言を行った。本稿完成後，一橋
大学南売進教授，大阪市立λ学中西健教授，京都大学山田浩之教授z 西村周三助教
授，植田和弘助教授よりt貴重なヨメントを得た。厚〈御礼を中しトげます。
